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１．アジア経済統合の進展

貿易でみる地域経済統合の進展 (1990-2014)
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Source: Pangestu (2017) based on ADB (2015). 

域内貿易比率
〈EU・アジア・北米〉

域内貿易比率
〈アジア各地域〉(%) (%)



投資でみる地域経済統合の進展 (2001-2014)

4

Source: Pangestu (2017) based on ADB (2015). 

アジアにおける
外国直接投資(FDI)の流入額と

域内投資比率

5大投資国による
アジア域内直接投資額

(10億㌦)
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〔注〕2009年は、実質GDP成長率がマイナスのため計算不可。
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2．新たな局面へ

スロートレード：経済の伸びより貿易の伸びが低い（2012～）



2.1 1.9 

0.8 

2.2 
2.4 

1.5 

2.5 

1.7 

0.6 

0.0

1.0

2.0

3.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

1
9
8
5
-
9
5
年

1
9
9
5
-
2
0
0
5
年

2
0
0
5
-
1
5
年

1
9
8
5
-
9
5
年

1
9
9
5
-
2
0
0
5
年

2
0
0
5
-
1
5
年

1
9
8
5
-
9
5
年

1
9
9
5
-
2
0
0
5
年

20
05

-1
5年

世界 先進国 新興・途上国

実質貿易伸び率（左軸） 実質GDP成長率（左軸）

実質貿易伸び率/実質GDP成長率（右軸）

（％）

〔注〕平均伸び率の基となったGDPの実額はPPPウェートで算出。実質貿易は輸入数量ベース。

〔資料〕"WEO, April 2016"（IMF）および"IFS"（IMF）から作成
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Copyright (C) 2017 JETRO. All rights reserved. （出所）JETRO『ジェトロ世界貿易投資報告』2016年版。
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スロートレードは新興国でより顕著
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〔注〕中国の輸入総額の対前年比変化率に対する各財の寄与度。

〔資料〕中国貿易統計から作成

（前年比、％）

（年）

中国の財別輸入寄与度の推移
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中国の輸入、とくに中間財・資本財輸入が鈍化(2012～)
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〔資料〕"OECD-WTO Trade in Value Added" (TiVA)2015年10月版から作成

中国への付加価値移転（GVCの中国への浸透）が一服(2009～)
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Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved.

各国・地域の輸出に占める国内・域内付加価値比率

（出所）JETRO『ジェトロ世界貿易投資報告』2016年版。
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新たな局面とは

（１）中国の「新常態」 ・・・2桁成長から1桁成長へ

• 旺盛な投入財輸入をともなう「世界の工場」パターンの終焉

• 中国国内での内製化（外資による現地生産を含む）の進展

• 投資主導から消費主導へ ・・・「世界の市場」

• 成長の源泉が生産要素(労働力・資本)投入量から生産性向上へ

• 人口ボーナス期（生産年齢人口比率の上昇局面）の終焉

• 労働力が過剰から不足へ（「ルイスの転換点」）（？）

（２）反グローバリズムの台頭

• 移民労働力の流入による雇用の喪失

• 発展途上国、とくに中国からの廉価製品輸入による雇用の喪失
（acemoglu et al. 2016）

＊ただし、雇用喪失・格差拡大は、グローバル化のほか、技術革
新、労働市場の流動性、産業構造、発展段階、分配政策などに
よっても左右されるので要注意。
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3.日本企業の動き 10
原材料・部品の調達先の内訳
(国・地域別、合計が100％になるよう回答)

進出日系企業の現地生産活動における原材料・部品の調達先の内訳は、「現地」（46.5％）が最も高く、「日本」（30.1％）、「ASEAN」（8.3％）が続
く。現地調達率は、15年調査（46.5％）から横ばい。日本は0.9ポイント低下、一方、ASEAN、中国からの調達率はわずかに上昇した。

国・地域別にみると、中国の現地調達率が高く、15年調査（64.7％）から3.1ポイント上昇した。
日本からの調達率は、シンガポール（39.7％）が最も高く、フィリピン（39.0％）、ベトナム（35.6％）が続く。

0 10020 40 60 80

(%)

(注)n≧10の国・地域。

製造業のみ

（出所）JETRO 『2016年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査』Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved.

(1)在外日系企業調査（4642社）
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進出日系企業の輸出先の内訳（全調査対象国・地域計）は日本の構成比が平均42.4％で最大となり、次いでASEANが24.6％となった。
15年調査から輸出先としての主要国・地域の構成比に大きな変化はないが、日本は2.6ポイント低下、ASEANは3.0ポイント上昇、
中国は1.0ポイント上昇と、いずれもわずかな変化にとどまった。

「日本」の構成比はバングラデシュ、ミャンマー、カンボジア、中国、ベトナム、ラオス、フィリピンで5割超。「日本」の構成比が高い業種は繊維
（91.5％）、運輸業（90.2％）、通信・ソフトウェア業（84.4％）、ゴム・皮革（84.1％）となった。

（注）n≧10の国・地域。
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（出所）JETRO 『2016年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査』Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved.
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 進出日系企業の現地での売上高に占める平均輸出比率はラオス（68.8％）、バングラデシュ（59.8％）、フィリピン（57.3％）、ベトナム（52.6％）
で5割を超える。一方、インド（14.5％）、パキスタン（16.8％）では国内販売の割合が高く、輸出比率は2割を下回った。

 全量輸出型企業（輸出比率が100％）の割合はラオス（68.8％）、バングラデシュ（49.0％）、カンボジア（32.1％）で高い。一方、全量内販型企
業（輸出比率が0％）の割合は、ミャンマー（74.5％）、パキスタン（62.1％）、カンボジア（54.8％）、インド（51.6％）で5割以上となった。
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（出所）JETRO 『2016年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査』Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved.
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輸出の拡大を図る

今後の輸出方針

Copyright (C) 2017 JETRO. All rights reserved.

今後の輸出に関する方針（全体）

■ 輸出拡大意欲は引き続き高水準を継続

今後（3年程度）の輸出方針については、「輸出の拡大をさら

に図る」企業が70.1％と前年（74.2％）からやや減少したもの

の高水準を継続、「新たに取り組みたい」企業（11.8％）とあわ

せると81.9％の企業が輸出拡大に意欲を示した。

企業規模別では、大企業で74.6％の企業が輸出の拡大を

図ると回答、中小企業は69.1％となった。業種別では、医療

品・化粧品の86.4％、窯業・土石（84.0％）、電気機械（81.9％）

などで輸出拡大意欲が高い。

大企業 中小企業

〔注〕母数は「輸出を行う業種ではない」「無回答」を除いた企業数。
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（出所）JETRO 『2016年度日系企業の海外事業展開に関するアンケート調査』

(2)日本企業本社調査（2995社）



今後の国内事業方針

Copyright (C) 2017 JETRO. All rights reserved.

■ 国内事業拡大の割合が過去最大に

今後（3年程度）の国内事業展開方針では、「拡大を図る」企

業の割合が54.7％と、前年（52.0％）から増加し、比較可能な

2011年度以降で最大となった。

大企業（48.8％）、中小企業（56.3％）ともに「拡大を図る」企業

が前年から増加し、中小企業では3年連続で半数を超えた。

業種別では、通信・情報・ソフトウェア（74.7％）、医療品・化粧

品（72.9％）、専門サービス（67.1％）、飲食料品（61.4％）、小売

（61.3％）などで事業拡大意欲が高まっている。
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今後の海外進出方針
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■ 海外進出拡大意欲が増加

今後（3年程度）の海外進出方針では、「拡大を図る」企業の

割合が60.2％と、前年（53.3％）から増加し、4年ぶりに6割を超

えた。

企業規模別では、大企業で66.3％が「拡大を図る」と回答し、

2012年度以降続いた鈍化傾向から増加に転じた。中小企業

は、「拡大を図る」企業が、前年の50.5％から58.5％へと大きく

増加した。

業種別では、小売（77.5 ％）、医療品・化粧品（69.5％）、電気

機械（68.7％）、通信・情報・ソフトウェア（68.7％）、自動車/自

動車部品/その他輸送機器（66.4％）などで海外進出拡大意欲

が高まっている。
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〔注〕2013年度以降は、「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」と「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出し

たい」の回答の合計を「海外進出の拡大を図る」として集計。
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拡大をはかる国・地域
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その他新興国（非製造業）主要国・地域（非製造業）

〔注〕①2011年度、2012年度の母数は「新規進出と今後さらに海外進出の拡大を図る」企業のうち、拡大する機能について無回答の企業数を除いた数。2013年度以降の母数は
「今後さらに海外進出の拡大を図る」企業のうち、拡大する機能について無回答の企業数を除いた数。②ASEAN6は、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベ
トナムの6カ国の合計（重複する企業は除く）。

主要国・地域（製造業） その他新興国（製造業）

アジア新興国（非製造業）

アジア新興国（製造業）
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４．まとめと展望

•反グローバリズムの動きはアジアにとって逆風だが、
アジアは、世界経済の成長の中心地域であり、実態
上・制度上の経済統合の中心地域でもある。

•日本はこれまで、そして現在でも、アジアにおける成
長と経済統合の重要な推進力となっている。今後、人
口減少・少子高齢化が進むとしても、日本はアジアの
成長と経済統合のモーメンタムを共有するところに社
会の活力が生まれる。

•成長を持続させるカギは投資にある。経済統合を持
続的なものにするためのカギは包摂性（inclusiveness）

にある。日本は、アジアにおける投資と包摂的発展の
ために貢献できる余地は大きいだろう。
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